
法 学 研 究 科 教 授 会（Webex会議）議 事 要 旨 

 

 

日 時  令和３年１０月１４日（木）１５時２８分～１７時４５分 

出席者  ４２名（定足数３２名） 

 

議     事 

【 協議事項 】 

１．准教授の選考について 

研究科長から、資料（業績調書）に基づき、准教授候補者２名について、選考に係る審査を開始す

ることについて提案があった後、投票を実施し、有効投票の過半数をもって、審査を開始することに

ついて決定した。また、有効投票の過半数の票を得たそれぞれ３名の教員を審査委員に選出した。 

 ２．学生の異動について 

    教務委員会委員長から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

３．２０２１年度授業科目の変更について 

    教務委員会委員長から、２０２１年度授業科目の変更について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

４．２０２２年度博士前期課程入学試験に係る合格者判定について 

    教務委員会委員長から、２０２２年度博士前期課程入学試験に係る合格者判定について、資料に基

づき説明があり、協議の結果、承認した。 

５．２０２２年度博士前期課程入学試験追試験受験の可否判定について 

    教務委員会委員長から、２０２２年度博士前期課程入学試験追試験受験の可否判定について、資料

に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

６．２０２２年度博士前期課程入学試験追試験の実施について 

   教務委員会委員長から、２０２２年度博士前期課程入学試験追試験の実施について、資料に基づき

説明があり、協議の結果、承認した。 

７．２０２２年度博士前期課程（総合法政プログラム）学生第２次募集要項について 

    教務委員会委員長から、２０２２年度博士前期課程（総合法政プログラム）学生第２次募集要項に

ついて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

８．２０２２年度博士前期課程（知的財産法プログラム）学生第２次募集要項について 

   教務委員会委員長から、２０２２年度博士前期課程（知的財産法プログラム）学生第２次募集要項

について学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

９．２０２２年度博士前期課程転研究科学生に係る出願要項の作成について 

    教務委員会委員長から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

10．大阪大学大学院法学研究科と台北科技大学智慧財産権研究所との間における学術交流に関する協定書

及び学生交流覚書の更新について 

    国際交流室長から、同協定書及び学生交流覚書の更新について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

 11．大阪大学大学院法学研究科及び法学部とブラウィジャヤ大学との間における学術交流に関する協定書

及び学生交流覚書の締結について 

    国際交流室長から、同協定書及び学生交流覚書の締結について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

12．ローライブラリーのレイアウト変更及び資料整理について 

    資料室長から、ローライブラリーのレイアウト変更及び資料整理を進めることについて、資料に基

づき説明があり、協議の結果、承認した。 

13．セミナー室Ｃの書庫化について 



  施設マネジメント室長から、セミナー室Ｃの書庫化について、資料に基づき説明があり、協議の結

果、承認した。 

 

【 報告事項 】 

１．部局長会議（９／１５） 

２．教育研究評議会（９／１５） 

３．人文社会科学系戦略会議（９／８） 

４．教育課程委員会（９／１０） 

５．入試委員会（９／１７） 

６．国際交流委員会（９／２８） 

７．法学研究科運営委員会（１０／７） 

研究科長から、部局長会議、教育研究評議会及び人文社会科学系戦略会議に関して、必要事項につ

いて、報告があった。 

８．教務委員会報告（９／２８） 

教務委員会委員長から、以下事項について、資料に基づき報告があった。 

・２０２１年度博士前期課程修了（３月期）予定者に係る修士論文提出日程等について 

・２０２２年度博士前期課程学生の所属プログラム変更について 

・２０２１年度博士後期課程修了（３月期）に係る博士論文等の提出手続きについて 

・２０２１年９月大学院等高度副プログラム修了判定について 

・２０２２（令和４）年度大阪大学大学院副専攻プログラム提案書等について 

・２０２２年度開講科目における非常勤講師について 

・オンラインによる修士論文審査について 

９．広報誌「ＳＴＯＰ！研究費不正！」第３４号の発行について 

研究科長から、資料に基づき報告及び注意喚起があった。 

10．龍門窓口の対象地域拡大と名称変更について 

   国際交流室長から、龍門窓口の対象地域拡大と名称変更について、資料に基づき報告があった。 

11．その他 

（１）教員の海外渡航について 

   研究科長から、今回は該当がない旨報告があった。 

 

 

 

 


